これからの静岡市立図書館の運営のあり方についての提言書

静岡市立中央図書館 館長 田中　　 様 
　　　　　　　　　　　　　　　　　2006年5月　
静岡市の図書館は身近な生涯学習・教育施設・情報発信の拠点として市民に親しまれ、政令市の中でも個人貸し出し点数がさいたま市につぎ、２位という数字にみられるなど、大変レベルの高いサービスを提供しています。

社会の少子高齢化、国際化、高度情報化、など図書館を取り巻く状況の変化に伴い、図書館に対する市民のニーズも多様化した現在、これからの図書館サービスはますます、課題解決型の図書館としての役割が求められると思われます。 

自治体財政が厳しい中、当市の図書館においても、時代のニーズにあった新たなサービスの展開や、より効率的・効果的な図書館運営が求められ、検討が必要になってきていると思われます。 

こうした状況を踏まえ、図書館協議会の意見をとりまとめましたので別紙のとおり提言します。 
　　　　　　　静岡市立図書館協議会

会長 平野雅彦 
１）現行サービス体制の見直しについて

・新規職員募集に静岡県の例のように「司書枠採用」を設け、専門職を増やすこと。

・図書館から転出した司書資格のある者が本人が希望すれば図書館に戻れる

　体勢を確立すること。

・時間をかけて有能な職員を育て、研修を充実すること。

・非常勤職員も、希望をもって長く勤められる体勢をつくること。

・現場の職員の声を吸い上げるシステムをつくること。

・専門の職域を侵さない視点の上で、市民等との連携・協力事業の展開を促すこと。(今までの共催事業や、対面朗読や録音・点字図書の作成・などの障害者サービス、ＩＴ技術を活用したサービス、ブックスタートや子どもの読書活動を支えるボランティア活動などのさらなる推進に加え、新たな市民参加のあり方を市民と協働で検討する。 
２）指定管理者制度について 
地方自治法の改正により、公の施設の管理を「公共的な団体」に委託できることとなったものの、図書館についての指定管理者制度は、公平性・継続性・安定性・公共性において、憂慮されると考える。指定管理者制度においては、レファレンス・サービス、読書相談のように高度な専門性が必要なサービスや、障害者サービスのように公平性により実現されるサービス部門について、より充実するとは思えない。

また、市民や学校図書館との連携による事業や乳幼児サービス・近隣自治体や県との相互協力・広域サービスなどの事業についても、十分な理解と豊富な実践が必要となるため、現行のサービス水準の維持が困難になると危惧される。

図書館は市内の地域館はもとより、自治体の枠をも超えて、幅広いネットワークで活動する事業であること。読書という内面のプライバシーに深く関わるデータを扱う事業であること。無料が原則の図書館では収益が望めなく、人件費が削られ、職員の労働面で意欲ある継続的な仕事が期待できないこと、などの理由から、

サービスレベルが既に水準にいっている静岡市においては、直営のほうが、コスト的にも、サービスレベルの問題からも図書館運営への指定管理者制度の導入はなじまないものと思われる
